
令和 6 年 3 月

令和 6 年度 令和 15 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

4,242 円 5,114.1 円

4,242 円 5,015.2 円

4,242 円 5,063.7 円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

設定なし

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

1025　人/km2

1処理場

無

処 理 区 数 1処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

事業開始時（平成12年度）より汚泥の広域処理を実施

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和３年度 令和３年度

令和２年度 令和２年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

当町では事業開始時から平成17年度までは用途別料金体系を採用していたが、平成18年度からは従量料
金体系に移行した。また、平成30年度に収入不足額の補てんおよび消費税増税分について料金を改定を
行った。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

設定なし

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

全部適用

南木曽町農業集落排水事業経営戦略

平成12年度
（供用開始後 24年）

南木曽町

南木曽町農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

【経営理念】
■生産性の高い農業の実現
　豊富な水資源の水質を保全し、生産性の高い農業を実現するため、汚水を適正に処理し、快適で衛生的な環境を創造する。
■安定した経営
　中長期的な視点で将来を見据えた計画を立案し、経営の効率化、健全化を目指し、持続可能な運営を実現する。

【基本方針】
■経費の削減
　①発注方式の見直し
　　入札参加条件を付けた上で現状より入札公募範囲を広げ、競争の原理により業務の質を維持しながら費用の削減を図る。
　②維持管理費の削減
　　公共下水道も含めた広域的な維持管理の検討により、維持管理費の削減を図る。また、将来的な公共下水道事業との処理場の
　　統合を見据えた検討を行う。
■水洗化率の向上
　　戸別訪問による説明、印刷物による広報などの対策により、水洗化率の向上を図る。

職 員 数 係6名中、上下水道兼務2名、下水道担当1名

　上下水道係の職員数は6人であり、40歳以上の職員が全体の2/3を占めている。なお、生活排水課担当の
主任は下水道担当の職員であり、料金担当の係長は下水道と兼任である。

なし

なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

なし

なし

 イ　指定管理者制度

・維持管理委託　　　　　　　　　　　　　　　　・環境整備委託
・汚泥処理業務委託　　　　　　　　　　　　　・設計委託

民 間 活 用 の 状 況

南木曽町建設環境課の組織体制(令和4年度)

職名
建設環境

課
上下水道

係
上下水道

係
上下水道

係
上下水道

係
上下水道

係
区分 課　　　　長 係　　　　長 主　　　　幹 専　門　幹 主　　　　任 主　　　　事

20～25歳
　　　未満
25～30歳
　　　未満
30～35歳
　　　未満
35～40歳
　　　未満
40～45歳
　　　未満
45～50歳
　　　未満
50～55歳
　　　未満

計 1 1 1 1 1 1 6

255歳以上 1 1

2

0

1 1

0

0

1 1

1

0

1

計

20歳未満 0

凡例
上下水道担当
水道担当
下水道担当
その他

簡易水道担当
小規模水道担当

係長

料金担当 係長

主事

簡易水道担当 主幹

総括

生活排水担当 主任

建設環境課

建設係

環境住宅係

上下水道係



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

【経営理念】
■豊かな自然環境の保全
　歴史的文化遺産である妻籠宿とそれを取り囲む豊かな自然環境を保全するため、汚水を適正に処理し、快適で衛生的な環境を創造する。
■安定した経営
　中長期的な視点で将来を見据えた計画を立案し、経営の効率化、健全化を目指し、持続可能な運営を実現する。

【基本方針】
■経費の削減
　①発注方式の見直し
　　入札参加条件を付けた上で現状より入札公募範囲を広げ、競争の原理により業務の質を維持しながら費用の削減を図る。
　②維持管理費の削減
　　農業集落排水も含めた広域的な維持管理の検討により、維持管理費の削減を図る。また、将来的な農業集落排水事業との処理場の統合を
　　見据えた検討を行う。
■財源の確保
　　観光PRにより観光客を集客し、使用料収入の増加を図る。

処理区域内人口の予測

過去5ヶ年（平成30年～令和４年）の人口動向の実績に基づき、等差級数式、等比級数式、べき級数式の3式のトレンド推計を行った。

有収水量の予測

過去5ヶ年（平成30年～令和４年）の有収水量の実績に基づき、等差級数式、等比級数式、べき級数式の3式のトレンド推計を行った。

使用料収入の見通し

過去5ヶ年（平成30年～令和４年）の下水道使用料の実績に基づき、等差級数式、等比級数式、べき級数式の3式のトレンド推計を行った。

施設の見通し

現状と同能力、同構成を想定しているが、長寿命化の考え方に基づき可能な限りライフサイクルコストを削減するよう検討している。

組織の見通し

組織体制は、現状から大きく変化することは難しいため、現状と同構成が維持される。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

■投資計画

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

■委託関連

老朽施設の更新等を行う。

目 標

繰入金に依存している状況であることから、経費を削減しながら、基準外繰入金削減を目指す。
また、計画期間以降については、収支が不足する見通しであることから、料金改定について引き続き検討し、適正な料金収入
確保を図る。

目 標

■分担金の見通し
　　・新規接続はほとんど見込まれないため、安全側としてゼロに
　　　　設定
■使用料収入の見通し
　　・使用料収入は過去5年間（H30年～R4年）の収入実績に基づき
　　　推計
　　・滞納金、量水器使用料は、過年度の実績より1万円に設定
■繰入金に関する事項
　　・一般職員の人件費分相当分を繰入
　　・元利償還金と平準化債の差分を繰入
　　・維持管理費の内、使用料収入の不足分を繰入
■国庫補助金に関する事項
　　・現状の補助率で算定

■町債に関する事項
　　①平準化債の借り入れ条件は以下の通り
　　　　・金額は現況ベース（13,000,000円）とする
　　　　・返済方法：半年賦元金均等償還、据え置き無し
　　　　・償還期間：20年、利率：0.95％
　　②農業集落排水事業債の借り入れ条件は
　　　　以下の通り
　　　　・事業費から国庫補助金および平準化債を除いた額を、
　　　　　農業集落排水事業債とする
　　　　・返済方法：半年賦元利均等償還、据え置き5年
　　　　・償還期間：30年、利率：0.2％

■総務費
　　・安全側として過去5ヶ年（H30年～R4年）の最高値に設定
■公債費
　　・償還予定表に将来事業分の償還金を加算して算定

■施設管理費
　　・維持管理委託料は過去5ヶ年（H30年～R4年）の伸び率を
　　　考慮して算定
　　・維持管理委託料以外は、過去5ヶ年（H30年～R4年）の平均
　　　値に設定

西暦 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027
平成 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

ポンプ設備

ポンプ設備 破砕機

ポンプ設備 撹拌ポンプ他

維持管理費全般

企業会計移行業務

企業会計移行業務 システム導入等

企業会計移行業務 システム利用料

調査・

委託

固定資産清算

工種 設備 工事対象

機械

曝気撹拌装置 6百万円

3百万円

4百万円

3百万円

3百万円

2百万円

3百万円 3百万円 3百万円 3百万円 3百万円 3百万円 3百万円

5.9百万円

3百万円 3.2百万円

0.8百万円0.8百万円 0.8百万円0.8百万円0.8百万円0.8百万円0.8百万円0.8百万円

西暦 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027
平成 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

長寿命化計画

経営戦略業務

調査・

委託

最適構想

工種 設備 工事対象

4百万円

2.8百万円

2百万円

4百万円



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

特になし

使用料金は平成30年度に改定を行っており、以後3～5年を目途に改定の検討を実施
する。

使用料の見直しに関する事項

特になし

現状の維持管理委託の内容を精査し、原材料のかからない簡易な補修（塗装など）は委
託範囲に含めるものとし、施設の延命化を図る。

処理場については、現在長寿命化計画を策定中であり、今後は長寿命化計画に基づい
た計画的な改築・更新を実行し、投資費用の平準化を図る。

汚泥処理について、現状通り広域処理を継続する。
また、将来の下水道事業との処理場の統合を見据えた検討を行う。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

総務省公表の経営比較分析表を活用し、毎年度事業の進捗を確認する。また、5年に1度経営戦
略の見直しを図る計画である。

職員給与費に関する事項 現状、農業集落排水業務に係る人材は1名であり、人員の削減は望めない状況である。

動力費に関する事項 機器更新の際に省エネタイプを選択する等により動力費の削減を図る。

修繕費に関する事項
長寿命化計画に基づく計画的な維持管理を行い、緊急対応としての修繕費用の削減を
図る。

委託費に関する事項

発注方式を見直し、入札参加条件を付けた上で現状より入札公募範囲を広げ、競争の原理に
より業務の質を維持しながら費用の削減を図る。また、使用料徴収の際の検針について、現状
と同様に民間業者に委託せず、町で直接雇用した職員（パート・アルバイト等）が担当すること
により、委託費用の節制を継続する。

その他の取組 特になし

薬品費に関する事項 特になし

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

処理場の維持管理について、下水道処理場との一括した維持管理委託や、近隣他都
市と連携した広域的な維持管理委託による経費削減を図り、導入検討を行う。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
収支不足が発生する状況が見込まれる場合は、経費節減を行いながら、一般会計から
の繰入金や起債計画など検討し資金不足の解消に努める。



 

1  

経営比較分析表（令和4年度決算）
長野県　南木曽町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

215.93 17.95 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 農業集落排水 F2 非設置

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

3,876

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

652 0.28 2,328.57 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　①収益的収支比率は、単年度収支が黒字化を示す
167.94％と2年連続で平均値を上回っている。
　②累積欠損比率は累積欠損金が発生していないこ
とから0％。
　③流動比率は17.36％、流動負債の内、企業債が
93％を占めている状況から、企業債を固定・流動負
債の振分けを見直し、収益性と流動資産を高める検
討をする。
　④企業債残高対事業規模比率は、類似団体平均値
と同じ程度であるが、今後増加傾向とならない様更
新計画を検討する必要がある。
　⑤経費回収率は、類似団体平均値より高い水準に
あるが、昨年度より減少となっている。経費節減と
ともに適正な料金体制を検討していく必要がある。
　⑥汚水処理原価は、類似団体平均値より高い水準
で推移している。
　施設維持にかかる費用が多い割に経費回収率が向
上しないことがあげられる。汚水処理費は必要経費
として削減できない費用であるため、改善していく
ためには定住化対策などを促進し、経費回収率の向
上を図っていく必要がある。
　⑦施設利用率は、類似団体より低い水準で推移し
ている。過疎化が進み人口が減少していることが原
因の一因であると考えられる。施設規模に応じた適
正な利用を図るためには、定住化促進などの対策に
よる人口の増加が不可欠である。
　⑧水洗化率は、類似団体を若干上回る水準にあ
り、さらなる向上のため未接続世帯への周知を図
り、100％の水洗化率を目標に事業を進めていく。

資金不足比率(％)

- 66.74 17.06 89.15 4,666

　蘭地区農業集落排水事業の工事は完結しており、
平成12年から供用を開始している。施設が比較的新
しいため、これまで管渠の更新を行っていない。ま
た、あららぎ浄化センターにおいては、経年劣化し
ている施設は随時更新を図っている状況にある。今
後は、最適整備構想に基づき、施設の長寿命化を図
りながらもライフサイクルコストを低減するためス
トックマネジメントの導入も視野に老朽化対応にあ
たっていく。

2. 老朽化の状況

全体総括

　当該施設のある地区は、特定環境保全公共下水道
と同様にスクラム下水道に参加し、濃縮汚泥を集約
し共同処理を行っている。水洗化率はほぼ同水準で
推移している。今後は公営企業会計方式による財務
指標の分析により、事業経営の効率化を図り維持管
理費の縮減を目指す。またあわせて使用料の見直し
を進める。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【103.61】 【133.62】 【36.94】 【809.19】

【87.30】【52.55】【273.68】【57.02】

【27.11】 【0.00】 【0.02】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分
令 和 ４ 年 度

決 算
令 和 ５ 年 度

決 算

１． (A) 11,441,882 11,688,383 12,241,100 11,917,691 11,574,921 11,460,244 11,279,384 11,181,516 10,956,156 10,775,868 10,572,913 10,392,625

(1) 11,441,882 11,688,383 12,241,100 11,917,691 11,574,921 11,460,244 11,279,384 11,181,516 10,956,156 10,775,868 10,572,913 10,392,625

(2) (B)

(3)

２． 87,506,797 66,686,000 84,567,000 84,567,000 84,567,000 84,567,000 85,567,000 87,567,000 87,567,000 88,567,000 89,567,000 100,567,000

(1) 65,201,000 66,686,000 84,567,000 84,567,000 84,567,000 84,567,000 85,567,000 87,567,000 87,567,000 88,567,000 89,567,000 100,567,000

65,201,000 66,686,000 84,567,000 84,567,000 84,567,000 84,567,000 85,567,000 87,567,000 87,567,000 88,567,000 89,567,000 100,567,000

(2) 22,305,797 21,822,185 21,962,791 22,217,671 22,816,851 31,420,221 31,761,231 32,819,342 33,193,052 33,530,426 34,114,522 38,969,901

(3)

(C) 98,948,679 78,374,383 96,808,100 96,484,691 96,141,921 96,027,244 96,846,384 98,748,516 98,523,156 99,342,868 100,139,913 110,959,625

１． 51,958,410 56,723,405 64,401,122 67,392,352 68,951,175 86,911,061 90,146,315 92,374,728 93,226,013 94,044,474 95,305,449 105,378,061

(1) 4,040,448 7,033,515 5,937,752 5,947,257 5,956,791 5,966,354 5,975,945 5,985,565 5,995,214 6,004,892 6,014,599 6,024,335

2,262,300 3,159,000 3,168,477 3,177,982 3,187,516 3,197,079 3,206,670 3,216,290 3,225,939 3,235,617 3,245,324 3,255,060

997,494 1,589,599 1,295,716 1,295,716 1,295,716 1,295,716 1,295,716 1,295,716 1,295,716 1,295,716 1,295,716 1,295,716

780,654 2,284,916 1,473,559 1,473,559 1,473,559 1,473,559 1,473,559 1,473,559 1,473,559 1,473,559 1,473,559 1,473,559

(2) 11,665,101 14,177,555 22,658,168 22,984,983 23,286,008 23,312,651 23,191,736 23,205,142 23,268,162 23,374,099 23,369,621 23,405,398

3,906,910 2,905,125 5,767,169 5,856,723 5,939,210 5,946,511 5,913,378 5,917,051 5,934,320 5,963,349 5,962,122 5,971,926

2,077,550 2,434,000 4,831,905 4,906,936 4,976,046 4,982,163 4,954,403 4,957,481 4,971,949 4,996,270 4,995,242 5,003,456

800 1,588 1,613 1,636 1,638 1,629 1,630 1,635 1,643 1,643 1,646

5,680,641 8,837,630 12,057,506 12,219,711 12,369,116 12,382,339 12,322,326 12,328,980 12,360,258 12,412,837 12,410,614 12,428,370

(3) 36,252,861 35,512,335 35,805,202 38,460,112 39,708,376 57,632,056 60,978,634 63,184,021 63,962,637 64,665,483 65,921,229 75,948,328

２． 7,670,230 6,483,227 4,254,890 3,761,843 3,185,632 3,792,154 3,481,521 3,182,171 2,758,409 2,472,951 2,322,252 2,780,608

(1) 5,965,839 5,173,897 3,241,628 2,748,581 2,172,370 2,778,892 2,468,259 2,168,909 1,745,147 1,459,689 1,308,990 1,767,346

(2) 1,704,391 1,309,330 1,013,262 1,013,262 1,013,262 1,013,262 1,013,262 1,013,262 1,013,262 1,013,262 1,013,262 1,013,262

(D) 59,628,640 63,206,632 68,656,012 71,154,195 72,136,807 90,703,215 93,627,836 95,556,899 95,984,422 96,517,425 97,627,701 108,158,669

(E) 39,320,039 15,167,751 28,152,088 25,330,496 24,005,114 5,324,029 3,218,548 3,191,617 2,538,734 2,825,443 2,512,212 2,800,956

(F)

(G) 8,583,892 2,569,728 3,179,173 1,916,300 2,555,067 2,550,180 2,340,516 2,481,921 2,457,539 2,426,659 2,455,373

(H) △ 8,583,892 △ 2,569,728 △ 3,179,173 △ 1,916,300 △ 2,555,067 △ 2,550,180 △ 2,340,516 △ 2,481,921 △ 2,457,539 △ 2,426,659 △ 2,455,373

30,736,147 15,167,751 25,582,360 22,151,323 22,088,814 2,768,962 668,368 851,101 56,813 367,904 85,553 345,583

営 業 外 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

令和６年度

営 業 収 益

令和７年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

支 払 利 息

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

収

益

的

収

入

材 料 費



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分
令 和 ４ 年 度

決 算
令 和 ５ 年 度

決 算

１． 3,000,000 15,339,000 7,596,000 103,559,000 20,524,000 12,915,000 4,520,000 20,304,000 7,514,000 58,868,000 322,598,000

3,000,000

２．

３． 13,993,000 13,993,000 743,993,000 13,993,000 13,993,000 13,993,000 13,993,000 13,993,000 36,993,000 226,993,000

４．

５．

６． 1,562,000 14,160,000 7,012,000 95,593,000 18,945,000 11,921,000 4,173,000 18,743,000 6,936,000 54,340,000

７．

８．

９．

(A) 3,000,000 30,894,000 35,749,000 854,564,000 130,110,000 45,853,000 30,434,000 38,470,000 40,250,000 102,797,000 603,931,000

(B)

(C) 3,000,000 30,894,000 35,749,000 854,564,000 130,110,000 45,853,000 30,434,000 38,470,000 40,250,000 102,797,000 603,931,000

１． 29,499,000 14,608,000 199,152,000 39,469,000 24,836,000 8,693,000 39,047,000 14,450,000 113,208,000 620,380,000

２． 49,934,937 53,473,806 38,512,972 38,377,454 37,410,350 34,985,782 27,212,651 36,686,921 25,172,700 20,276,822 20,495,300 20,743,360

３．

４．

５．

(D) 49,934,937 53,473,806 68,011,972 52,985,454 236,562,350 74,454,782 52,048,651 45,379,921 64,219,700 34,726,822 133,703,300 641,123,360

(E) 49,934,937 50,473,806 37,117,972 17,236,454 △ 618,001,650 △ 55,655,218 6,195,651 14,945,921 25,749,700 △ 5,523,178 30,906,300 37,192,360

１． 13,842,411 16,242,441 16,891,525 26,211,835 29,217,403 30,364,679 30,769,585 31,135,057 31,806,707 36,978,427

２． 25,582,360 22,151,323 22,088,814 2,768,962 668,368 851,101 56,813 367,904 85,553 345,583

３．

４．

(F) 39,424,771 38,393,764 38,980,339 28,980,797 29,885,771 31,215,780 30,826,398 31,502,961 31,892,260 37,324,010

49,934,937 50,473,806 △ 2,306,799 △ 21,157,310 △ 656,981,989 △ 84,636,015 △ 23,690,120 △ 16,269,859 △ 5,076,698 △ 37,026,139 △ 985,960 △ 131,650

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分
令 和 ４ 年 度

決 算
令 和 ５ 年 度

決 算

85,114 84,567 84,567 84,567 84,567 84,567 84,567 84,567 84,567 84,567 84,567 84,567

60,770 45,502 45,502 45,502 45,502 45,502 45,502 45,502 45,502 45,502 45,502 45,502

24,344 39,065 39,065 39,065 39,065 39,065 39,065 39,065 39,065 39,065 39,065 39,065

45,288 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993

45,288 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993 13,993

130,402 98,560 98,560 98,560 98,560 98,560 98,560 98,560 98,560 98,560 98,560 98,560

令和１５年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

計

そ の 他

令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り
越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ）補 助金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１４年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額
に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和１５年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度令和７年度令和６年度


